
 

 

平成 29 年 12 月 21 日 

各  位 

 

会 社 名  Ｗ Ａ Ｓ Ｈ ハ ウ ス 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 児玉 康孝 

（コード番号：6537 東証マザーズ・福証 Q-Board） 

問合せ先  常務取締役管理部長 阿久津 浩 

電 話  （ 0 9 8 5 ）－ 7 8 － 4 0 0 0 

 

 

通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

 最近の業績動向を踏まえ、平成 29 年２月 10 日に公表いたしました平成 29 年 12 月期の業績予想を下記のとお

り修正いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

●業績予想の修正について 

 

１．平成 29 年 12 月期通期（累計）業績予想値の修正（平成 29 年１月１日～平成 29 年 12 月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

  4,260 

百万円 

  374 

百万円 

  377 

百万円 

  256 

円 銭 

37.62 

決 算 値 （ Ｂ ） 3,302 213 220 131 19.27 

増減額（Ｂ－Ａ） △957 △161 △157 △125  

増 減 率 （ ％ ） △22.5 △43.0 △41.6 △48.7  

(ご参考)前期通期実績 

(平成 28 年 12 月期通期) 
  3,118   294   284  192 35.25 

（注）当社は平成 29 年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前回発表予想

（Ａ）及び前期通期実績につきましては、当該株式分割後の１株当たり当期純利益であります。 

 

２．修正の理由 

売上高につきましては、ＦＣ事業における出店数の未達が主な要因であります。平成 29 年 12 月期の

出店数は四国を中心とした新規エリアにおけるＦＣオーナー様及び融資を行う銀行との連携の遅れや営

業責任者や支店長クラスの人材不足等により、前回予想 152 店舗に対し、46 店舗下回る 106 店舗の見込

みとなりました。第３四半期以降は、従来の郊外店舗の開拓に加えて、東京、大阪、福岡の市街地で出

店する都市型店舗の開拓にも注力しており、物件確保も出来つつありますが、前述した理由もあり、今

期の出店には間に合わず、前回予想より下回る見込みとなりました。店舗管理事業、直営事業その他に

ついても出店数の未達が影響し、売上高が前回予想より下回る見込みであります。 



（参考）平成29年12月期 セグメント別売上高 

（単位：百万円） 

売上高 
平成29年12月期 平成28年12月期 

前回予想 今回予想 増減額 前期実績 

 ＦＣ事業 3,192 2,296 △895 2,304 

 店舗管理事業 730 690 △39 523 

 直営事業その他 338 315 △23 290 

 合計 4,260 3,302 △957 3,118 

 

営業利益および経常利益につきましては、売上高が前回予想より減少する影響はあるものの、販売費

及び一般管理費は減少する見込みとなりました。販売費及び一般管理費については、当初計画より営業

エリアを拡大したことから旅費交通費が増加したものの、採用数が未達であることから、人件費が減少

する見込みとなりました。営業利益率および経常利益率につきましても、利益率の高いＦＣ事業の売上

高構成割合が低下したため、減少する見込みとなりました。 

 

今後につきましては、これまでＦＣオーナー様のサポートは個別の営業担当者に任されていました

が、店舗開発を兼ねて行っていることもあり、十分とは言えない状況になってきたことから、既存ＦＣ

オーナー様向けのサポートを主として行う組織を立ち上げ、案件紹介やキャンペーンの提案などのサポ

ートをきめ細かく行う体制と致します。 

営業責任者や支店長クラスの人材の中途採用につきましては、人材紹介会社からの紹介により既に 20

名以上の面接を行っております。また採用後の育成につきましてもＯＪＴだけでなく体系的に管理者ク

ラスの人材を育成するプログラムを外部機関とも連携して実施する方針です。 

加えて、銀行融資を活用されるＦＣオーナー様に対する融資審査の円滑化目的でＷＡＳＨハウスＦＣ

出店専用の提携ローンを宮崎太陽銀行と 12 月から開始しました。さらに新規事業の一つである貸金業に

つきましては、10 月より金融機関からの出向社員を受け入れ、自社ローンとして融資を行う準備を行っ

ております。 

 

 (注) 上記の予想につきましては、現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。 

以 上 

 


